
日本管財株式会社

射水市の公共FMの取り組みがJFMA賞を受賞
サービス提供者として日本管財も同時表彰

～包括管理業務委託などの公共施設マネジメントが優れた成果として評価～

2025年12月22日

日本管財株式会社（本社：東京都中央区、本店：兵庫県西宮市、代表取締役社長：福田 慎太郎、以下「当
社」）は、公共施設包括管理事業を通じて富山県射水市のJFMA賞「優秀ファシリティマネジメント大賞」受賞に寄与し、
サービス提供者として表彰されたことをお知らせいたします。
予防保全計画の推進により計画的な設備更新を支援するとともに、能登半島地震時には技術者を派遣して危険度判
定・報告書整備を迅速に実施するなど、持続可能な公共サービスの高度化に貢献しています。

日本ファシリティマネジメント大賞（JFMA賞）は、ファシリティマネジメント*（略称：FM）の理念が日本で広く実現され
ることを目指し、優れた事例を表彰する機会です。毎年、日本ファシリティマネジメント協会によって開催されています。
今回、射水市が受賞した「優秀ファシリティマネジメント賞」は、JFMA賞の区分の中でも、FMの“活動”について優れた成
果を表彰するものです。

第20回日本ファシリティマネジメント大賞（JFMA賞）について

審査公表日 2025年12月11日（木） 表彰区分 優秀ファシリティマネジメント賞

応募タイトル 射水市の公共FMの取り組みについて 受賞者 （1）FM実践組織 富山県射水市
（2）サービス提供者 日本管財株式会社

第20回日本ファシリティマネジメント大賞（JFMA賞） 受賞結果

射水市は、公共施設の老朽化や人口減少に対応するため、2022年度より、105施設の維持管理・小修繕・マネジメン
トを行う公共施設包括管理業務委託を導入。これにより、効果的な修繕予算の配分や保守管理仕様の均一化、市内
事業者への発注率向上などを実現しました。
また、これによって削減された行政職員の事務負担を別のコア業務に活用。民間提案制度を導入し、照明のLED化や
太陽光発電などの脱炭素化事業、スマートロック導入による体育館の鍵管理効率化、未利用地活用による多世代交流
拠点の創出など、公民連携で新たな市民サービスも展開しています。
“行政、民間、市民がともに協力し合って「まちの価値を育てる」“ことを念頭に、将来を見据え市の規模に合った適正な公
共施設の維持と、市民満足度の高い公共サービスのを提供し、持続可能なまちとしてつなげていくことを目指しています。

射水市の公共FMの取り組みについて

1.優秀ファシリティ
   マネジメント賞

・FMの考え方をベースにして、優れた成果を挙げた活動を表彰します。
・事業者を主たる表彰対象としますが、FM実践プロジェクトに関わったサービス提供者を併せ表彰します。

2.技術賞 ・FMに関する優れた手法･技術の取組みを表彰します。

3.功績賞 ・FMに関する優れた実践（貢献）、論文（博士論文及び同等以上の論文）、出版、その他の活動を表彰します。

上記1.～3.への応募の中から、特別賞、奨励賞の表彰を行う場合があります。
特別賞 優れた成果を上げ、特別に表彰すべきと認められる活動等。奨励賞上記の賞の水準に達していないが、今後の発展が期待される活動等。

日本ファシリティマネジメント大賞（JFMA賞） 表彰の区分

*ファシリティマネジメント（FM）：施設とその環境を通じた経営活動
出典：第20回（2026）日本ファシリティマネジメント大賞 募集要項（公益社団法人日本ファシリティマネジメント協会）
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日本管財株式会社

【包括管理事業者とも協力し、予防保全に挑戦！】
• 修繕件数自体は減ってきているが、軽微な修繕・内製化で対応できるものが
少なくなり、市内事業者に発注する修繕の割合が高くなっている。

• 劣化の進んだ設備は、部品交換や更新工事が必要ということが数字として
見えるようになってきた。

• 計画的に設備の更新を行っていれば効率的だが、「壊れたら直す」という突
発的な対応では高額になりやすく、特に、空調機器や電気設備、水回りは
近年の物価高や工事費高騰の影響を受けやすいため、予算確保が難しくな
り、どんどん設備の更新や施設の再編が難しくなる、という悪循環になる。

【PICK UP】包括管理委託から予防保全への反映、震災対応支援

射水市における公共FMの取り組みのうち、当社は「予防保全に向けた計画策定」を行っており、今回の賞においてサービ
ス提供者として併せて表彰されました。
当社は、2022年度より射水市において公共施設包括管理業務を受託し、今年度で4年目を迎えます。包括管理で得
られた結果を活かし、市が策定する施設計画の実行性を高め、計画的に修繕を行うことに取り組んでいます。

2025年12月22日

審査講評

本事例は、射水市が公共施設105施設・866業務を対象に包括管理業務委託を導入し、FMの高度化と職員のコア
業務集中を同時に実現した点に大きな先進性がある。
包括管理と民間提案制度を組み合わせることで、職員負担の軽減と財政支出の抑制、さらには脱炭素化や施設価値
向上までを一体的に推進している点は高く評価される。能登半島地震時にも有効に機能したという実績は、制度の実効
性と強靭性を示すものである。
市長の強いリーダーシップのもと、担当職員が中心となり、庁内調整と民間パートナーとの信頼関係を築きながら、現実的
かつ高度なFMアウトソーシングを実装したプロセスは、小規模自治体にとって極めて示唆に富む。
射水市の取り組みは、今後の公共施設マネジメントの有力なモデルとして高く評価できる。

出典：「第20回日本ファシリティマネジメント大賞（JFMA賞） 受賞結果」（公益社団法人日本ファシリティマネジメント協会）
（https://www.jfma.or.jp/award/index.html）

• このような状況を打破するため、射水市では、包括管理事業者である日本管財株式会社協力のもと、今年度から「予
防保全」の取り組みを行っている。具体的には、施設や設備の優先度を考慮しつつ、リスト化し、計画的な設備更新や
個別施設計画の進捗にあわせた管理を行っていく。

【能登半島地震での支援包括管理事業者による緊急巡回点検の実施】
• 包括管理事業者からの協力申し出により、建築士等を延べ70名、18日間派遣
• 学校施設やコミュニティセンター等、計65施設の巡回点検を実施。
• 施設や箇所ごとに危険度を判定し、報告書として整理。その後の修繕の必要性や優先度
の判断につながった。

• 包括管理事業者が公共施設を中心に点検を行ってくれたことで、市職員（営繕担当）は、
地域住民の個人宅を中心に、すぐに罹災証明発行のための調査に着手することができた。

その他、今回の審査講評において評価された、能登半島地震時の対応についてもご紹介します。

情報提供：射水市

情報提供：射水市

https://www.jfma.or.jp/award/index.html


日本管財株式会社

日本管財グループについて

日本管財グループは1965年に設立し、現在は国内及び海外で建物管理運営事業、環境施設管理事業、住宅関連
運営事業、不動産ファンドマネジメント事業等を展開しています。独立系であることを強みに、オフィスビル、商業施設、ホテ
ル、教育機関、公共施設など、幅広い用途に携わっています。

2025年12月22日

社 名 ：日本管財株式会社
所在地 ：東京都中央区日本橋2丁目1番10号
設 立 ：1965年10月27日
代表者 ：代表取締役社長 福田 慎太郎
資本金 ：3,000百万円
事業内容：建物総合管理業
ＵＲＬ ：https://www.nkanzai.co.jp/

会社概要

ビル管理業務及び保安警備
日本管財株式会社
NSコーポレーション株式会社
株式会社日本環境ソリューション
株式会社沖縄日本管財
株式会社スリーエス

マンション及び
公営住宅の管理
日本住宅管理株式会社
日本管財住宅管理株式会社
株式会社エヌ・ジェイ・ケイ・
スタッフサービス

上下水道処理施設等の生活
環境全般にかかる公共施設管理
株式会社日本管財環境サービス

不動産ファンドの
組成・資産運用を行う
アセットマネジメント
及び匿名組合への出資
東京キャピタルマネジメント
株式会社

イベントの企画・運営、
デザイン制作、給与計算業務
NSコーポレーション株式会社 (広告・イベント)
株式会社ネオトラスト(給与計算・社会保険BPO)

https://www.nkanzai.co.jp/
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